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Executive summary（要約）

　公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結に向けた各国の

努力が続く中で、2030年以降もその成果を維持できるよ

うにするにはどうしたらいいのかという課題も急浮上してい

る。2030年の目標達成に向けて予防と治療のサービスを

拡大する現在の戦略と手段は、長期的な持続可能性の確

保に必要なものとは異なっている。HIVに対する脆弱性を

最小限に抑え、サービスへのアクセスを十年以上にわたっ

て確保するには、社会的イネーブラー（課題解決に向けた

社会的要因）の活用が極めて重要になる。持続可能性の

実現には、すでに実施されているものを少しずつ改良する

のではなく、政策やプログラム、システムを思い切って変

革することが求められ、その影響はすべての関係者の将来

計画に及ぶであろう。

　2025年ターゲットと2030年のゴールを達成するには、

強力な政治的リーダーシップ、およびHIV陽性者やキーポ

ピュレーション、弱い立場の人たちの多分野にわたる積極

的関与が求められている。国内および海外の両方から資金

を導入しなければならない。一方で持続可能性の実現には

さまざまな条件のもとで、それに合わせた柔軟な対応が求

められ、これまでの成果を生かしつつも、計画および実施

段階での調整を状況に応じて進めることの重要性が強調さ

れている。国内のHIVの流行の変化、および経済、政治、

社会的状況の変化に対応するための柔軟性と回復力が不

可欠になるのだ。

　本文書は、各国が持続可能なHIV対策を計画し、実施

するうえで必要となる新たなアプローチを概説している。

持続可能なHIV対策に向けた変革を進め、すべての人の

健康の権利を守ることで、2030年以降も流行を制御し続

けることを目指すものだ。各国は最新のデータに基づき、

それぞれ独自のプロセスを通じて持続可能なHIV対策ロー

ドマップを作成する必要がある。それぞれのロードマップ

は、政治の指導力、サービスへのアクセス、システム能

力の強化、目標達成を可能にする政策、国内および国際

的な資金調達など、持続可能性に関連する主要領域にお

いて、高いレベルの成果を目指さなければならない。

　HIV対策の持続可能性ロードマップ作成プロセスは、世

界エイズ戦略2021-2026、およびエイズ終結に関する

2021年の国連総会政治宣言に定められた原則、目標、

ターゲットを踏まえたものだ。国際パートナーは、この文書

で示された資金を含む一連の技術支援を通じ、国別に各国

主導のプロセスを助けていく。2030年以降に必要となる

HIV対策の変革を具体的に検討し、次期世界エイズ戦略

に関する世界全体、および域内、各国内の対話を促すに

は、市民社会やコミュニティが中心的な役割を果たしつつ、

国として創造的な議論を進めていかなければならない。
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　公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結に向けた各国の

努力が続く中で、2030年以降もその成果を維持できるよ

うにするにはどうしたらいいのかという課題も急浮上してい

る。2030年の目標達成に向けて予防と治療のサービスを

拡大し、社会的イネーブラー（課題解決に向けた社会的要

因）を確保するための戦略と手段は、長期的な持続可能性

の確保に必要なものとは異なることを認識しなければならな

い。持続可能性の観点からは、HIVに対する脆弱性を最

小限に抑え、サービスへのアクセスを十年以上にわたって

確保することを含め、社会的イネーブラー（課題解決に向

けた社会的要因）を活用することがとりわけ重要になる。

持続可能性の実現には、すでに実施されているものを少し

ずつ改良していくよりもむしろ、人権を重視し、人を中心に

据えた政策、プログラム、システムへの変革が求められる

であろう。

　持続可能性が目指すのは、HIV対策を現在のかたちのま

ま続けることではない。大切なのはHIV対策が継続して成

果をあげられるようにすることなのだ。長期的な持続可能

性に焦点を移す必要がある。そして、2030年までに成果

を達成し、以後も継続できるようにするためには、今から

変革に取り組まなければならない。

　2025年目標（中間ターゲット）を達成し、公衆衛生上

の脅威としてのエイズ終結という2030年目標（ゴール）

に到達したうえで、2030年以降もその成果を持続するに

は、確固とした政治的指導力、およびコミュニティや市民

社会、HIV陽性者、キーポピュレーション、弱い立場に置

かれた人たちを含む多くの分野からの積極的な関与が求め

られる。各国の国内資金、海外からの投資や援助資金の

両方を増やさなければならない。サービス提供の方法とシ

ステムは、HIV陽性者が生涯にわたって経験し得る併存疾

患に気を配りながら、個人を中心に据え包括的かつ統合さ

れたケアを提供できるようにする必要がある。弱い立場の

人たちの社会的な脆弱性を促し、サービス提供を妨げる悪

質な政策は、廃止または改革しなければならない。サービ

ス提供の方法と政策は、キーポピュレーション（注1）と弱い

立場の人たちのニーズに配慮した改革が必要になる。いま

主流となっているシステムでは、そうしたニーズが反映さ

れていない国も多い。

　持続可能性の確保には、様々な条件に合わせた柔軟な

対策やアプローチが求められ、計画および実施段階での調

整を状況に応じて進めることの重要性が強調されている。

国内のHIVの流行の変化、および経済、政治、社会的状

況の変化に対応するための柔軟性と回復力が不可欠にな

る。
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　本文書は、世界がエイズ目標を達成し、2030年以降もその成果を維持できるようにするため、各国の持続可能なHIV

対策計画の策定と実施に向けた新たなアプローチを概説するものである。各国はそれぞれのデータに基づき、独自のプロセ

スでHIV対策の持続可能性ロードマップを開発する必要がある。

　そのロードマップは、それぞれの国が誰一人置き去りにすることなく、成果を維持していくための国レベルの戦略と行動の

道筋を示すものだ。長期にわたる持続可能性の確保には、以下の実現に向けてダイナミックに対応することが求められる。

▪　新規感染を予測し、予防と感染把握の対策をとる。

▪　95-95-95ターゲットの達成によりHIV陽性者の体内のウイルス量を検出限界値未満に抑え、人口レベルのウイルス抑

制（すべての年齢層、ジェンダー、キーポピュレーションにおいて86%以上のHIV陽性者が検出限界値未満）を維持

する。

▪　10-10-10ターゲットを達成し、HIV流行の拡大要因となる不平等の解消または軽減を果たす。
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各国レベルのロードマップのサイクル、
および設計と実施

図 1

HIV対策の持続に向けた
国のリーダーシップとガバナンス

▪ HIV対策持続可能性作業部会：目標およ
びHIV対策持続可能性のビジョンを定め、
ロードマップの作成（もしくは更新）とその
実施を推進する。

▪ 持続可能性に関する対話と協議の場を設
ける。

変革プランの遂行

▪ 管理方法を改革し、能力強化をはかる。
▪ 実施方法を調整することで、質を向上さ

せる。
▪ モニタリングと評価（M&E）を行う。
▪ 最新のデータと科学的成果を知り、それ

を反映させる。
▪ ロードマップと変革計画の修正を行う。

HIV対策持続可能性
ロードマップ

ロードマップ Part A
▪ HIV対策持続可能性の現状評価
▪ 目標とインパクトターゲット、高いレベル

の成果（HLOs）の設定

ロードマップ Part B
▪ 変革プラン
▪ 実施ガイダンス
▪ M&Eプラン

　ロードマップは、新たな持続可能性の枠組みに対し、政

治的リーダーシップ、効果的かつ公平なサービスへのアク

セスおよびサービスの質、システムの対応能力、政策の

実現可能性、国内および国際資金の確保など、主要領域

で高いレベルの成果（HLOs）を設定している。各国のプ

ロセスに関しては、必要となる政策やプログラム、システ

ムのレベルでの変革などでHLOs達成の道筋を概説してい

る。ロードマップのアプローチは柔軟で包括的なものであ

り、資金の持続可能性だけを重視しているわけではない。

これまでに得られた持続可能性やロードマップに基づく活動

は活かし、その成果も統合したうえで構築されている。

　ロードマップの策定に向けた国の関与の仕方は、それぞ

れの段階で異なる（図1）。

a. 国のリーダーシップ、持続可能性に関する対話と協議。
持続可能性に関する各国レベルの課題を設定し、解決

策の実施とモニタリングを行うため、多分野にまたがる

ガバナンスの仕組みとして持続可能性作業部会を設立

する。作業部会は、各国独自の持続可能性ビジョンの

目標（ゴール）を設定し、HIV対策の持続可能性につ

いて進捗状況を評価していく。幅広く包括的な対話を行

い、積極的に関与できる場を設けることで、こうしたプ

ロセスに情報を集約することができる。
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　国家HIV戦略計画（NSP）と新たなアプローチに

より提案されるHIV対策の持続可能性ロードマップ

は、国レベルでHIVの流行に対応するための行動の

指針として、ともに必要な包括的文書である。ただ

し、相乗効果は期待できるものの、重要な点で違い

もある。

▪ 範囲：NSPは対象範囲が広い。予防、治療、ケ

ア、支援などHIV流行に対応する国家政策目標

の達成に向け、必要なあらゆる戦略と介入に対し

政府の考え方と戦略的方向性を示している。一方

で、新たなHIV対策の持続可能性アプローチは、

2030年の目標を達成し、それ以降も対策の成果

と公平性を確保できるようにする変革と適応に焦

点を当てることになる。

▪ 時間枠：通常は3 ～ 5年をカバーするNSPと異

なり、持続可能性ロードマップは2030年以降の

長期ビジョンを明確に示すことになる。ロードマッ

プは、持続的な長期課題に焦点を当てる必要が

ある次世代NSPの枠組み構築に役立つ。新たな

HIV対策持続可能性アプローチでは、2030年

以降のより広範な戦略的ビジョンを定めるための

長期的な“展望”が求められ、同時に2030年の

目標達成に向けた初期の変革についても提案を行

わなければならない。

▪ 強調点：NSPは基本的に特定の課題への対応

（HIV検査とカウンセリング、コンドーム普及、

HIV治療、スティグマ解消など）の“重要部分”

に焦点を当てているのに対し、ロードマップは、

2030年以降の長期的な持続可能性に向けた国

のリーダーシップと姿勢の重要性、プログラムの

変革、保健システムの強化と統合などについて、

より包括的に取り組んでいく。

▪ 基本姿勢：持続可能性に向けたこれまでの移行計

画は国際機関などが主導し、資金調達中心のこ

とが多かった。新しい持続可能性ロードマップも

NSP同様、当事国主導でコミュニティ参加を重視

するものではあるが、より包摂的なアプローチで

進められる。

▪ 展望：NSPはこれまで実施してきたものをさらに

段階的に積み上げていく傾向があるが、新たなロー

ドマップは、2030年以降の持続可能な成果に必

要な変革を特定し、推進することになる。

BOX1

国家戦略計画（NSP）と持続可能性ロードマップ

b.	HIV対策持続可能性ロードマップ（ロードマップ）。包括

的なデータによる評価に基づき、目標と高いレベルの成

果（HLOs）、および統合的かつ選択的な戦略の枠組を

設定する。人権を基本にした人間中心のプログラムとシ

ステムの変革を重視し、HIV対策の成果の持続をはか

る。段階的なアプローチ（ロードマップ Part A、ロード

マップ Part B）の採用により、誰一人取り残さないこと

を最優先させる。

c.	変革プランの実施。 計画の実施にあたっては、持続可

能性の確保に必要な能力の構築を目指し、調整の努力

を続ける。また、最新のデータや知見を活用して現実に

対応し、必要ならロードマップの修正も行う。

　このプロセスの主な目的は、世界エイズターゲットを達成

し、誰一人取り残さずにその成果を維持できるようにする

こと、そして、そのために包摂的な国のリーダーシップを

強め、持続していけるようにすることにある。ロードマップ

は将来のビジョンを概説するものなので、まず持続すべき

成果を明確にし、国レベルの指標と持続可能な対応によっ

て得られる健康上の利益を定義することから始めなければ

ならない。目指すべき成果が明確になることで、各国は次

にその実現に向けた政策とプログラム、資金調達、コミュ

ニティの対応、システムレベルで必要とされる変革を特定

できるようになる。

　持続可能性ロードマップは、国家戦略計画そのものでは

ないが、それを補完するものになる（ボックス1）。国家戦

略計画（NSP）は通常、短期および中期の成果に焦点が

当てられている。これに対し、持続可能性ロードマップは、

それぞれの国が2030年以降、数年から数十年にわたっ

て維持すべき長期的なHIV関連の成果と影響に焦点を当



てることになる。国家戦略計画がすでに実施されている対

策を延長線上で発展させていくのに対し、持続可能性ロー

ドマップの策定プロセスでは、各国が2030年以降もHIV

関連の成果を長期にわたって維持できるようにするための

変革が推奨される。そうした適応と変革には、HIVを超え

他の公衆衛生上の脅威からもまもられるようになること、健

康と社会的公平性の実現に向けた国家の制度を強化するこ

と、課題解決の実現につながる社会的環境の維持または

改善をはかること、より広範な健康と社会開発目標に向け

た資金を確保することなどを通し、前向きな影響力が幅広

く期待されることになる。

　それぞれの国のロードマップは、HIV対策のプログ
ラムや政策を常に評価しなおし、状況や環境の変化に
応じて進化する生きた文書でなければならない。HIV
対策だけでなく、保健システムや社会変革の実現に向
けたシステムの具体的な対応が必要であり、その内容
はそれぞれの国によって（時には国内でも）異なるもの
になる。

　長期的な持続可能性に向けた変革には、各国がキー
ポピュレーションや社会的に弱い立場の人たちに必要
な改革、変更が適切なかたちで行われるよう注意を払
いつつ、HIV対策をそれぞれの国の制度に慎重かつ
効果的、優先的に統合していくことが推奨される。こ

うした変革は、効率を高め、公平性を確保し、資金を
最大限に活用できるようにすることで、新規感染の急
速な減少、そして人権に基づき、人を中心に据えた保
健システムの強化という2つの目標にともに貢献する
ことになる 注2（1）。

　HIV対策の持続可能性ロードマップ作成プロセス
は、世界エイズ戦略2021-2026、およびエイズ終
結に関する2021年政治宣言に定められた原則、目
標、ターゲットに沿ったものだ。国際パートナーは、こ
の文書に示された資金を含む一連の技術支援を通じ、
各国がそれぞれ主導するプロセスを支えていく役割を
担う。世界エイズターゲットの達成における進歩の加
速と持続に加え、各国で進められている改革プロセス
の成果もまた、2030年以降に必要とされるHIV対策
の具体的な変革を含めた次期世界エイズ戦略をめぐる
世界全体と域内、各国内の対話を進めるうえで意義深
いものになる。

　持続可能性に向けて提案されている新たなアプロー
チを進めるには、国際分野を含むすべての関係者が
2030年以降により適切なかたちで臨めるよう、これ
までのやり方を思い切って変えていく姿勢が必要にな
る。



HIV対策は
いまこそ
変革の時
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　2030年のエイズ終結目標（ゴール）、およびそのため

の2025年中間目標（ターゲット）に向けた進捗状況は微

妙である。予防と治療のターゲット達成を目前にしている国

（検査・治療の95-95-95ターゲットを達成しているか、

達成しようとしている国を含む）もあるが、大方の国は後れ

を取っているのが現状だ。さらに、予防と検査のターゲット

を達成し、維持するには、適切な政策と法的環境を整え、

スティグマの軽減とジェンダーの平等を確保することが不

可欠なのだが、そのために必要な主たる行動を示している

10-10-10ターゲットとなると、ほとんどの国が達成には程

遠い状態にある。しかも、これまでの著しい成果により、

公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結という目標が達成可

能なことは何とか見えてきたものの、国連が持続可能な開

発目標（SDGs）に含めた当時と比べると世界の政治、経

済状況は大きく変わっている。過去10年間にわたるHIV

対策の持続可能性に向けた成果と教訓を踏まえ、公衆衛

生上の脅威としてのエイズ終結を2030年までに果たすと

いう世界目標を達成し、複雑な条件がからみあい優先課

題の競合も激しくなる環境のもとで、さらに長期的な持続

可能性の確保に向けた対応の活性化と変革を実現するに

は、パラダイムシフトが必要になる。

2.1. 2025年と2030年の世界エイズ
ターゲット達成に向けた対応は着実に進
んでいるものの、成果は一律ではない

　公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結が可能なことは、

エビデンスではっきり示されている。世界全体の年間新規
HIV感染件数は、最も多かった1995年当時と比べ59%

も減少し、2010年当時との比較でも38%減っている。

妊娠および授乳期間中の女性に抗レトロウイルス薬が広く

提供されるようになったことから、2022年には新生児の

新規HIV感染件数が2010年当時より58%減少した。

　年間の新規HIV感染件数を（2010年より）90%減らす

というターゲットの達成軌道に乗っている国が（HIVの負荷

が大きい低所得国を含め）ある一方で、新規感染がむしろ

拡大している国や地域もある。一般人口層に感染が広がっ

ている地域（サハラ以南アフリカのほとんど）では2010

年以降、新規HIV感染件数が大きく減少した。しかし、

HIV感染のほとんどが、感染の高いリスクに直面するキー

ポピュレーションの人たちの間で起きている地域では、社

会に根強く存在する不平等が世界的なエイズターゲットの

達成を妨げ、新規感染者数はほとんど変化しないままだ。
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東部・南部アフリカ地域における年齢別、性別別の2010年HIV陽性者数推計、
および2025年HIVターゲットが達成したとの仮定に基づく2030年、2050年予測

図 2

Source: UNAIDS global HIV estimates 2023 （for 2010 and 2030） and Goals-ASM model projections （for 2050） prepared by Jeff 
Imai-Eaton for the Charting the HIV epidemic dialogue, 2023

　エイズ関連の死亡は、2010年との比較で51%減少し

ている。世界の現状は、年間のエイズ関連死亡者数を35

万人以下に減らすという2025年ターゲットの軌道に乗って

いるとは言えないが、それでも達成は可能である。HIV検

査を適切な時期に実施し、抗レトロウイルス治療を開始で

きれば、HIV陽性者の健康と福祉、そして平均余命は改

善する。

　体内のウイルス量が検出限界値未満に抑えられてい

るHIV陽性者の割合は短期間に大きく改善し、2015年

に40% だったのが2022 年には71%になっている。

体内のウイルス量が抑制されれば、HIV陽性者自身が

健康的に生きていけるだけでなく、 他の人にHIVが感

染することもない。つまり、HIV治療は強力な予防ツー

ルにもなるのだ。高いレベルのウイルス抑制を達成し、

維持することができれば、生涯にわたって治療が必要と

なる人の数も時間の経過とともに減少し、長期的な持続

可能性が高まることが期待できる。ただし、治療の普及

における不均衡により（例えば、 多くの国では、男性全

体やキーポピュレーションの人たちの間で普及率が低い）、

HIV感染の予防が妨げられる結果になっている。

　ソーシャルイネーブラー（課題解決の社会的要因）は、

HIV対策の加速と継続、HIVに対する脆弱性の軽減、そ

してHIV陽性者やHIV感染のリスクに直面する人たちへの

予防・治療サービスの普及に、重要な役割を果たしている。

抑圧的な法的環境、ジェンダーの不平等とジェンダーに基

づく暴力、HIV関連のスティグマと差別、そして司法への

アクセスを制限することが、HIVをめぐる状況を悪化させ、

対策を妨げることになる。このことはエビデンスで示されて

いる。10-10-10ターゲット（注3）の達成が、各国のHIV感

染率およびエイズ関連死亡率を下げ、目標達成を助けるこ

とになる（2）。

　公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結は可能ではある

が、その成果を維持し、 守っていくには、2030年以降

もHIV対策が引き続き必要になる。HIV対策の教訓を活か

し、プログラムやシステムの強みを維持するために他の関

連サービスとの統合をはかることは、HIV陽性者が高齢化

し、併存疾患と闘うことが多くなれば、一段と重要性を増

していく。

　現在のHIV対策を続けるだけでは、2030年以降の持

続可能性にはつながらない。流行を抑え、成果を維持して

いくには、HIV対策の根本的な変革と再編が必要になる。

対策の進化により、既存の活動の一部は必要なくなり、他

の側面を重視した変革が求められるようになるのだ（3）。

　さまざまなサービスに関する疫学的な予測では、“これま

で通りの対策”を続けた場合も含め、2030年以降、HIV

陽性者人口が高齢化していくことを示唆している（図2）。

治療のサービスも、予防のサービスもともに、さまざまな

集団に焦点を当て、高齢化する人たちの併存疾患への対

応を考える必要がある。
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低・中所得国で利用できた国際資金額
2000-2022年

図 3

2022年に
HIV分野で利用できた
国際開発援助の総額は
83億米ドル。
前年比3%減、
2013年の
ピーク時からは
17%減だった。

▪米国（二国間援助）　▪他の国からの二国間援助　▪グローバルファンド　▪他の国際資金

Source: UNAIDS financial estimates, 2023（http://hivfinancial.unaids.org/hivfinancialdashboards.html）. 

Note: 推計額は2019年米ドル換算

2.2. HIV資金確保の危機

　HIV対策の資金格差は世界規模で深刻化しており、長

期にわたる対策の持続可能性に重大な障壁となるおそれが

ある。

　2022年に低・中所得国で利用できたHIV対策資金は

年間208億ドル（2019年の米ドル換算）だった。2021

年と比べると2.6%減少し、2025年までの毎年の必要

額293億ドルには遠く及ばなかった。世界のHIV資金は

2010年代の初めに大きく増加したが、その後は2013年

レベルに戻っている（図3）。2030年にエイズ終結の目標

を達成し、それ以降もHIV関連の成果を維持するには、

国際および国内の資金による投資の強化と合わせ、世界が

連帯と責任を共有するという原則を重視しなければならな

い。

　HIV対策の資金格差には、2つの要因がある。第一に

HIV分野の国際的援助が停滞していることだ。グローバ

ルファンドと米大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）の

資金提供は維持されているものの、他のドナーからのHIV

資金は2010年当時と比べると61％も減っている。目先

の成果しか見ないことがこうした投資不足を招いてきた。

HIV対策への投資は、人びとの命を救い、死亡率を引き

下げ、保健システム強化と健康安全保障に貢献し、社会

的利益と経済成長を生み出す。このことを見失ってしまっ

たのだ（5）。

　世界的なエイズターゲットを達成し、2030年以降もそ

の成果を維持していくには、国際資金が不可欠だとはい

え、HIVに関するドナー資金はこれまで以上に確保が困難

になっている。気候変動や雇用創出など競合する優先課

題は多く、それがドナー資金の変化にも影響している。ま

た、多国間機関や二国間機関の間で資金確保をめぐる競

争が激化し、同じ地域で投資が重複すること、援助を受け

る国に対する調整や報告の要求が過剰になる傾向あること

から、資金提供者やプログラム実施者の間では、グローバ

ルヘルスの課題が断片化し、効率が悪くなることへの懸念

も高まっている。
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低・中所得国が利用できた国内資金額
2000-2022年

図 4

国内資金は
過去10年の
HIV対策資金拡大の
原動力だった。

国内資金額の
増加と伸び率は
2010年代半ばに
鈍化し、2018年には
頭打ちになった。

2022年の
HIV対策国内資金は
2021年より2%以上
減少している。

Source: UNAIDS financial estimates, 2023（http://hivfinancial.unaids.org/hivfinancialdashboards.html）.

Note: 推計額は2019年米ドル換算

　第二に、国内投資はすでに新たなHIV資金の拡大推進

役としての機能を失っている。その理由の一つは、世界の

マクロ経済環境が悪化したことだ。低・中所得国の多くが、

新型コロナウイルス感染症の流行前の経済成長軌道に戻

れず、とりわけ保健、教育、社会保障分野における政府

支出が回復できない状態に苦しんでいる。保健分野の公的

支出拡大を支えたかつての勢いは失われ、低所得国と上

位中所得国では、インフレと持続不可能な債務返済コスト

で財政状況が一段と悪化した結果、医療支出の急激な減

少を招くことになった（6、7）。途上国全体の債務返済額

はこの10年で約64%増加し、アフリカだけでは132%

増となっている（8）。世界銀行は、データ分析の対象と

なった78カ国のうち37カ国で、2022年の一般政府支

出に占める医療費の割合が2019年水準を下回っているこ

とから、多くの政府にとって医療支出はもはや優先事項で

はないようだと指摘している。アフリカ総人口の半数を超

える人たちを含め、世界では現在、医療や教育の予算より

も借金の利払いに多くを費やしている国に住む人たちが33

億人に達しているのだ（8）。

　ドナーによる持続的な支援とそのさらなる拡大は急務で

はあるが、国際金融分野の複雑化がますます進む中で、

資金源の多様化をはかり、十分な資金を確保するには、新

たな発想と手法が必要となる。持続可能性に向けた新たな

アプローチでは、新規投資の拡大だけでなく、資金活用の

効率化も高める必要がある。

　投資効果の最大化をはかり、短期的な成果の達成と長

期的な持続可能性確保に極めて重要となる投資のバランス

をとらなければならない。各国の自主性を尊重し、ドナー

の分断を避け、パリ宣言、アクラ行動計画（9）、開発協

力のための釜山パートナーシップ（10）に概説されている

国際援助の援助効果原則をうまく反映させることが必要に

なる。
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2.3 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
への道は停滞

　HIV対策の持続可能性を追求し、人を中心に据えた保

健システムに統合していく試みは、ユニバーサル・ヘルス・

カバレッジを2030年までに達成するという持続可能な開

発目標（SDG 3.8）の軌道から世界が大きく外れていく中

で進められている。医療サービスの普及率は2015年から

停滞したままで、医療費の自己負担などとてもできないと

いう人の割合は世界各地で増え、弱い立場に置かれてい

る人たちが最も深刻な影響を受けている。2021年には世

界人口のほぼ半分の45億人が不可欠な医療サービスを受

けることもできない状態だった。また、2019年には約20

億人が医療費を自己負担しなければならないため、経済

的困難に追い込まれていた。極度の貧困状態にある3億

4400万人もその中に含まれている（11）。2000年から

2021年にかけてユニバーサル・ヘルス・カバレッジ指数

が改善した主な要因（約60%）は、抗レトロウイルス治療

の普及拡大（11）だった。このことは今後も保健医療支出

の大幅な増額が必要であり、同時に脆弱かつ人員が不足し

崩壊した状態のままの医療システムの強化には継続的な努

力が必要なことも示している（12）。公衆衛生上の脅威と

してのエイズ終結を含むSDG3のターゲット全体が成果を

あげるには、堅牢で復元力のある医療システムの構築が不

可欠となっている。

　HIVへの投資はこれまでも保健医療サービスのアクセ

ス拡大に大きく貢献している。各国が医療システムを強化

し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの達成と維持に向

けた基盤を築くのに役立ってきた。最近の調査では、グ

ローバルファンドによる投資が、医療人材の不足を解消し、

様々な目的に対応できる堅牢な検査機能を確保するととも

に、各国のデジタル医療の普及を支援し、強靱な医療・

医薬品調達とサプライチェーンのシステムを構築し、医療

体制全体の強化に役立っていることが明らかにされている

（13）。HIV分野の成果の持続可能性を確保し、より広

範な保健システム強化への大きな貢献を果たしてきたこと

で、コミュニティが保健医療分野の計画策定やサービス提

供、モニタリングと評価に主導的な役割を果たせることを

HIV対策は示してきた。COVID-19の流行時には、コミュ

ニティが迅速に対応してHIVサービスへのアクセスを維持

し、同時にCOVID-19対策自体の強化にもつながる成果

をもたらしており、こうしたアプローチの重要性が一段と

はっきりした。

　今後も継続的な課題に対応し、これまでに得られた成果

と教訓に基づきつつも、HIV対策の持続可能性に向けた

新たなアプローチでは、各国がそれぞれの対応を思い切っ

て変革しなければならない。当面はエイズターゲットの達成

への努力を加速させるとともに、より確固とした人間中心

の保健システムの強化をはかる必要があり、成果の持続に

向けた医療システムへの投資が求められる。既存のシステ

ムでは長い間、温存する結果になっていた不平等にいまこ

そ対処しなければならない。また、プライマリケアの強化

には、HIV対策の成果を最大限に生かしつつ、HIVの医

療提供モデルと多目的な配送のプラットフォームをともに活

用し、統合していくためのシステムの変革が必要になる。

2.4. 流行動向の変化にあわせたHIV対
策

　2025年ターゲットを達成した国には、これまでと異なる

対応が必要なことを疫学モデルは示唆している。持続可能

性に必要となる変革に焦点を当てることの重要性を強調し

ているのだ。

　以下5つのキーエリアがその焦点となる。

▪　若年層の新規感染者が減少を続ける中で、HIV人口

の高齢化が進み、併存疾患への対応が対策の重点と

なる。また、各国は感染リスクが高い地域や人口層に

予防対策を集中させていく必要がある。

▪　健康状態を最大限維持し、他の人への感染を最小限

に抑えるには、検査サービスを利用しやすくし、感染

から治療のサービスにつながるまでの時間を短縮でき

るようにする必要がある。

▪　高齢層や社会的にますます疎外される人たち、ウイル

ス量が抑制されていない人が多く住む地域に焦点を当

て、より手軽に利用できる予防サービスの提供をすば

やく行う。

▪　流行を抑え続けるには、以下を含む多数の社会的イ

ネーブラー（課題解決要因）を維持する必要がある。

新しい世代にHIVのリスクを確実に伝えるための包括

的性教育；国単位でのサービス管理を可能にする強固

な統合的マネージメントシステム；犯罪化やスティグマ

と差別、ジェンダーの不平等に終止符を打つための社

会的イネーブラー。

▪　社会契約メカニズムを含め、様々な面でコミュニティ

がHIV対策の不可欠かつ重要な役割を担えるようにす

るための保障。



新たな
持続可能性の
枠組みと
アプローチ、
構成要素
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　HIV対策の持続可能性アプローチは「すべて

の人の健康への権利をまもることで、2030年

以降も流行を抑えた状態を維持し、持続可能な

HIV対策に向けた変革を推進する」ことをビジョ

ンに掲げている。

　このビジョンを達成するには、HIV対策の持
続可能性を明確に定義し、その定義への合意を
形成する必要がある。定義については以下のよ
うに提案されている。

　『すべての人の健康への権利を守り、2030
年までに公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結
を達成し、以後もその成果を維持するために、
課題解決可能な環境のもとで、健康と公平性の
確保に向けた人間中心のシステム、権限と高い
能力を有する機関およびコミュニティ主導の組
織、そして適切かつ公平に分配された資金を保
有し、利用する国の能力』

BOX2

　HIV対策に関する持続可能性アプローチのビジョンと定

義によると、公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結という

2030年目標を達成し、その成果を長期にわたり公平なか

たちで持続可能とするには、人的、財政的、社会的資源

が利用可能で、かつ効果的に活用されることが、地元や

政府機関、コミュニティ主導の組織の能力強化とともに、

不可欠であることが認識されている。

　こうした定義は、各国および主要ドナーやパートナーが

それぞれのHIV対策の持続可能性に対する独自のビジョ

ンを確保するために進化させてきた考え方とも一致してい

る。たとえば、グローバルファンドは持続可能性について

こう定義している。『疫学的な状況に沿ったかたちで、保

健医療プログラムや各国政府がサービスの適用範囲を拡大

し、一定のレベルに維持していく能力。グローバルファン

ドや他の主要なドナーからの外部資金が停止された後も、

その能力によって公衆衛生上の課題に継続的に対応し、

HIV・結核・マラリアの終結に向けた対策を支えることがで

きる』（14）。

　PEPFAR（米大統領エイズ救済緊急計画）の5カ年戦

略は、HIVプログラムの持続可能性を次のように定義して

いる。『課題解決を可能にする環境、およびその環境を生

かす制度、機能的システム、国内資金、そして国内の様々
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HIV対策の
持続可能性アプローチ

図 5

政治が指導力を発揮することで、
コミュニティを中心に据え、責任の共有、

および多分野による効果的
かつ包括的な参加型ガバナンスと政策を実現する

科学的成果に基づいて
効果の高い

HIV予防と治療の
プログラムを提供し、

HIV陽性者の
健康と福祉を確保する。

国内資金および国際資金の確保
を持続可能かつ公平なかたちで

適切に進める。
国内のHIV予算の拡大、
HIV資金の福祉部門など
公的予算への統合、

コミュニティ主導のプログラムへの
持続可能な資金提供、
キーポピュレーションや
弱い立場の人たちに向けた
資金格差の解消、ドナー資金の
維持などが含まれる。

運営のシステムは、地元に信頼され、
高い運営能力を持つ組織によって構築。

人を中心に考え、統合された
HIVサービスを効果的かつ臨機応変に提供し、

持続的な成果が得られるようにする。
人を中心に考えた調査とデータ収集、

人材確保、医療、社会システムなどが
含まれ、品質と有効性がともに

損なわれないように運営する。

課題解決を可能にする政策により、
公平で利用しやすく質の高いHIVサービスを

誰も取り残すことなく提供できるようにする。
そうした政策はコミュニティの

強力なリーダーシップと
関与のもとで実現可能になる。

なシステムと能力を活用し［...］、95-95-95ターゲットの

達成が可能な国は、その成果を維持し、HIV対応におけ

る公平性を確保する。そのことによって、他の公衆衛生上

の脅威からも守れるようになる』（15）。PEPFARの戦略は

「1）政治面、2）プログラム面、3）財政面」の3つの側

面から持続可能性の課題解決推進を目的としている。

　UHC2030パートナーシップは「持続可能性につい
ては、UHCに向けた優先対策とその成果を効果的に
維持または拡大する医療システムの能力として理解し
ている」（16）。

　国によって状況が異なることは考慮する必要がある
ものの、HIV対策の持続可能性アプローチのビジョン
と定義は、各国のHIV対策持続可能性ロードマップを
設計する際の基本的な考え方を示している。持続可能
性の検討およびロードマップの作成に関する過去の蓄
積と現在進行中の作業は活用され、純化され、新た
なアプローチを通じてより多くの価値を生み出すことに
なると考えられる。
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3.1 新たな持続可能性の枠組み

　人を中心にした世界エイズ戦略の包括的アプローチを踏

まえ、新たに示された持続可能性の枠組み（図5）は、

2025年および2030年エイズターゲットを達成し、2030

年以降もその成果を維持するために、HIVの流行動向や
国の状況に関わりなく、公平性をもってすべての国に必要

となる5つの要素を概説している。

1. 政治が指導力を発揮することで、コミュニティを中心に

据え、責任の共有、および多分野による効果的かつ包

括的な参加型ガバナンスと政策を実現する。

2. 科学的成果に基づいて効果の高いHIV予防と治療のプ
ログラムを提供し、HIV陽性者の健康と福祉を確保す

る。

3. 運営のシステムは、地元に信頼され、高い管理能力を

持つ組織によって構築。人を中心に考え、統合された

HIVサービスを効果的かつ臨機応変に提供し、持続的

な成果が得られるようにする。その対象には、人を中心

に考えた調査とデータ収集、人材確保、医療、社会シ

ステムなどが含まれ、品質と有効性がともに損なわれな

いようにする。

4. 課題解決を可能にする政策により、公平で利用しやすく

質の高いHIVサービスを誰も取り残すことなく提供でき

るようにする。そうした政策はコミュニティの強力なリー

ダーシップと関与のもとで実現可能になる。

5. 国内資金および国際資金の確保を持続可能かつ公平な

かたちで適切に進める。国内のHIV予算の拡大、HIV

資金の福祉部門など公的予算への統合、コミュニティ主

導のプログラムへの持続可能な資金提供、キーポピュ

レーションや弱い立場の人たちに向けた資金格差の解

消、ドナー資金の維持などが含まれる。
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　HIV対策の持続可能性に向けた新たなアプローチ

によって、それぞれの国が対策の成果を維持するに

は、各国の事情に合わせてアドボカシーや参加の有

り方、政策策定などを大きく変えていかなければなら

ない。ロードマップの作成と実施にあたり、各国は以

下のアドバイスを参考にする必要がある。

▪ 将来を見据える。現行対策の維持を目的にして投

資を続ける発想を改め、対策の究極の成果を踏ま

えたうえで、その成果を持続できる方策に取り組

む。各国の関係者がそれぞれの国の最終目標を

理解することで、その実現に必要な政策、プログ

ラム、そしてシステムレベルの変革が特定できる

ようになる。

▪ 高いレベルの成果（HLOs）を優先させる。ロー

ドマップがHLOsを得るには、それぞれの国の事

情に合わせた持続可能性のゴールとターゲットを

設定する必要がある。HLOs達成には通常、長

い時間がかかる。ターゲットを達成してからも、長

期にわたる成果の持続性を証明しなければならな

いからだ。政治やプログラム分野での成果、保健

システムおよび資金調達のための改革、社会的

イネーブラー（課題解決要因）など、すべての要

素が持続的に改善していることを明確に示さなけ

ればならない。

▪ 持続可能性への道筋を構築できる変革に焦点を
当てる。成果を妨げ、不平等を広げる構造的、

社会的な障壁に対処するには、HIVプログラムや

政策、制度、資金調達における変革を遂げ、そ

れを持続させなければならない。国家計画プロセ

スの多くは、プログラムの短期、中期の成果に重

点を置いているが、持続可能性ロードマップはそ

うではなく、感染症の流行動向を予測し、対策の

プログラムや政策、システムをそれに合わせて進

化させることで、各国が長期にわたって、HIVの

新規感染やエイズ関連死の減少を維持できるよう

にする。

▪ 変革の提案に際しては、状況に応じ既存のHIV

サービスを一次医療サービスに統合することや一

次医療のプラットフォームに組み込むこともあり得

る。その場合にも、アクセスや公平性、対象範囲、

サービスの質やその他の介入などが損なわれない

ようにする（17,18）。それぞれの国が固有のデー

タを収集し、それに基づく分析を行うなど、各国

の状況に合わせたプロセスでロードマップを組み

立てていけば、各国特有のニーズに適した変革

が進められる。

▪ ダイナミックな手法で臨む。ロードマップは生きた

文書である。策定段階で国内の医療制度、資金

調達状況、課題解決に向けた要因などについて

予想される変化も含め、2030年以降に起こり得

る流行パターンを想定していく必要がある。ロー

ドマップは一度、作れば終わりというものではな

く、 定期的な見直しと評価を行い、HIVの流行

状況の推移や各国が置かれている条件の変化に

対応していく継続的なプロセスとなる（19）。エ

ビデンスを考慮に入れて見直しを繰り返し、政治

や医療提供などの状況が変化しても、HIV対策の

プログラムや政策を継続的に再評価しつつ進化さ

せることが可能になる。また、世界エイズターゲッ

トの達成に向けた対策の有効性を継続的に評価

する一方で、国内における公平性の確保と地区ご

との実践の評価も行っていく。

▪ このロードマップは、国際分野の関係者に影響を
与えることで、ドナーなどからの資金確保支援を
目ざすものでもある。HIV対策のターゲット達成

を妨げないかたちで、プログラムやシステムを変

革するには投資が必要なことを強調するのもこの

ためだ。ドナーによる資金調達が変われば、HIV

の新規感染の減少に向けた成果は加速し、同時

に各国がHLOsを可能にする目標の変革に必要な

措置をとれるようになる。二重の目標にともに貢

献できるのだ。さらにドナーの支援アプローチを

変革することは、HIV関連投資が健康安全保障

の確保、持続可能で堅牢かつ復元力の高い人間

中心のシステムの構築などSDG3の幅広い分野

で確実に成果を上げることにもつながる。

BOX3

新たな持続可能性ロードマップに向けた主な提言
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　この枠組みは、世界レベル、地域レベル、国レベルを

通し一貫したアドボカシー活動が必要なことを示すと同時

に、各国でHIV対策の持続可能性ロードマップを策定、実

施する際に必要となる情報の提供を目指している。がっちり

した構造のロードマップが求められるわけではなく、それぞ

れの国の状況やHIVの流行動向に合わせることができ、将

来に向けて柔軟に対応し、変化を厭わず、段階を踏んだア

プローチとなるように設計することが大切になる。

　枠組みの構成要素は流行抑制の成果を持続できるように

するための重要な経路を示している。5つの要素を実現す

ることで、各国チームと実施担当者、国内パートナー、

そしてコミュニティには『成果の持続に必要な変化の予測』

『人間中心のシステム強化に向けた長いプロセスへの早

期着手』『持続可能性に関連した課題の発生に備える予防

または管理』が可能になる。

　ただし、柔軟な枠組みではあっても、5つの要素はすべ

て相互に関連し、互いに強化しあうかたちになっているこ

とから、それぞれの要素の一部だけを切り離して使うこと

は避けるよう明示されている。すべての要素を追求しなけ

れば、枠組みが持続可能な効果を発揮することはできない。

3.2 新世代に向けた持続可能性ロード
マップ

　各国の持続可能性ロードマップは、HIV対策を持続可

能なものにするビジョンと定義をそれぞれの国に合わせた

ゴールとターゲット、戦略、および活動に変えていく手段

となる。世界エイズターゲットを達成し、2030年以降も

誰一人取り残すことなく持続可能な方法で成果を維持する

ための方策でもある。それぞれの国が自国に合ったロード

マップを採用することが、良質の国家HIV対策に結実し、

機能的で公平かつ統合された国およびコミュニティの保健

システムなど関連部門の制度において－政治公約、政府

の対応、政策、プログラム、サービス、資金調達を含め

－高い成果をもたらすことになる。

　このプロセスの主要な目的は、2030年までに、HIVに

関する持続可能な開発目標を達成するために、包括的で
しっかりとした国のリーダーシップを維持、強化すること

にある。ロードマップが示す道筋は、2030年以降のプロ

グラムとシステムの持続を可能にするため、国の対応能力

構築に必要な投資を優先させるものでもある。



持続可能な持続可能な
HIV対策ロードマップHIV対策ロードマップ
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　HIV対策の持続可能性をめぐる対話を通して得られる考

え方に基づき、各国のロードマップ開発に際しては以下の

指針が反映されることになる。

▪　それぞれの国の優先課題を尊重する。

▪　市民社会、とりわけHIV陽性者やキーポピュレーショ

ン、弱い立場に置かれている人たちが意味のあるかた

ちで、明確に関与できるようにする。

▪　人権尊重と差別解消、ジェンダーの平等を基本とする。

▪　入手し得る最良の科学的エビデンスと専門的知識に基

づく。

▪　予防・治療・ケア・支援を統合した包括的なHIV対策

を促進する。

4.1. ロードマップの構造

　ロードマップは原則として、長期的な展望に立つもので

あり、各国は持続可能性の確保に向けた変革を実行してい

る最中やそれ以降に期待される成果を踏まえつつも、柔軟

なアプローチで臨む必要がある。国単位のロードマップは

定義を明確に示し、実施の指針となる短期および長期のマ

イルストーン（疫学目標など）を含めなければならない。

　ロードマップ自体は、それぞれの国の積極的な関与の

成果であり、それが主要な目標設定の合意につながってい

く。ロードマップ策定のための対話では、目標（ゴール）、

ビジョン、タイムラインを明確にする必要がある。国際パー

トナーは、ロードマップの作成プロセスをサポートするた

め、情報提供用のテンプレートと関連ガイドを用意する。
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　各国のロードマップは反復プロセスが進行す

る中で、新たな方向性を示していくものなので、

流行抑制の道筋に沿った成果のモニタリングが

不可欠になる。流行の抑制に向けた各国の状況

を判断する適切な指標としては（いまなお検討

中ではあるが）以下のものがある。

▪ HIV 感染率が0,01% 未満で、5 年ごとに

20%減少

▪ HIV陽性者のウイルス抑制率が、すべての

年齢層、ジェンダー、キーポピュレーション

における集団レベルで86%以上（95-95-

95ターゲットの達成）

▪ 10-10-10ターゲットの2025年達成（懲罰

的な法律および政策がある国が10%未満、

スティグマと差別を経験するHIV陽性者が

10%未満、ジェンダーの不平等を経験する

人が10%未満）。

BOX4

　ロードマップは修正目標の検討と導入を進

め、資金を活用して直接的、間接的にHLOs（高

いレベルの成果）達成への道筋をたどれるよう

にする。直接的には、流行を抑え、成果を維持

していくためのHIV対策プログラムとその手段

の修正がある。また、間接的には以下の関連項

目を考慮する必要がある。制度改革、コミュニ

ティ組織の強化、現場における対応力の向上、

管理能力と指導力、知識移転、成果の実証、デー

タギャップへの対処、課題解決を可能にするシ

ステムへの準備作業などである。すべての人の

平等と健康への権利を損なうことなく、革新的

で効果的な民間部門の解決策を促し、HIV対策

の長期的な成果と有効性、効率性に資する市場

の創出支援といった市場関連への介入も含まれ

る。

BOX5

　ロードマップはHIV対策の持続可能性に関し、これまで

の研究から得た教訓と現状評価に基づいて具体的な変革目

標を掲げ、計画的にHLOs実現をはかるための段階的アプ

ローチを採用する。

　エビデンスを考慮し、質の高い参加型の計画策定とその

実施を促すために、ロードマップは4種類の要素を含むこ

とになる（図3）。

1. HIV対策の持続可能性現状評価は、ロードマップ・パー

トAの策定に関する基礎となり、必要情報を得るため

の主たる分析的文献となる。様々な分野の関係者やパー

トナーと協議し、入手可能なエビデンスに基づく短期、

中期、長期のプログラムとシステムに向けた主要な優

先課題を特定するために最善の分析を提示することがで

きる。

2. ロードマップ・パートAは、焦点を絞って簡潔に要点を

まとめ、可能な限り公平性を保った文書である。持続

可能性評価その他の関連情報、および多分野の関係者

とコミュニティから寄せられた情報に基づいてまとめられ

る。パートAの大部分は、高いレベルの成果（HLOs）

を特定し優先順位を付けること、および各枠組みにお

ける目標の変更に当てられる。それぞれの修正目標が

HLOsに与え得る貢献を予測し、各HLOがターゲットと

ゴールにどう反映されるのかを論理的に説明するなど、

結果の連鎖を明確に示すことになる。

　ロードマップ・パートAは20 ～ 25ページ（テキスト）程

度で、以下の5ブロックを中心にした構成になることが多

い。（a）持続可能性のゴール、ターゲット、HLOs、修

正目標の概要。（b）国の状況とHIV流行動向の概要、お

よび国が目指すHIV対策の成果に向けた進捗状況。（c）

HIVと医療財政に関するマクロ経済的概要。（d）持続可

能性の枠組み（セクション 3.1）の各構成要素に対する主

な調査結果とHLOsの優先順位付け、修正目標、および

その目標がもたらすHLOsへの期待などの総合的評価。

（e）追加情報に関する付録。
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3. ロードマップ・パートBは、修正目標の達成とHLOsに

必要な変革計画、実施の手引き、モニタリングと評価

の手段、および資金について概説する。計画の実施プ

ロセスを通じて得られる知識や経験、教訓だけでなく、

知識のギャップが新たに生じ、時間の経過とともに対応

の変化と調整が必要になる可能性もあるからだ。紛争や

緊急事態、人道的な危機の影響を受けている国では特

に、優先順位を変えることも必要になる。

4. 実施、モニタリング、調整。このフェーズは、修正計

画の実施、推奨事項の優先順位付け、進捗状況の評

価、得られた教訓の確認、状況の変化による調整、お

よび必要に応じたロードマップの設計と実施の再検討な

どで構成される。
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ロードマップ図 6

フェーズ1：持続可能性に
向けた計画策定と適用:
それぞれの国における
関与と目標設定

▪ 国のリーダーシップ:
HIV対策の持続可能性に関する
全国作業部会

▪ 持続可能性に関する対話：
ゴール、ビジョン、
ロードマップのタイムライン

フェーズ2：
持続可能性の評価

▪ データに裏付けられた現状の把握

▪ 将来像の設定

▪ ギャップに関する分析

▪ 高いレベルの成果

フェーズ3：
ロードマップ・パートAの策定

▪ 高いレベルの成果に関する
優先順位の検討

▪ 目標の修正

ロードマップ・パートA完成

フェーズ4：
ロードマップ・パートB　
変革に向けた計画の策定

▪ 戦略

▪ モニタリングと評価の方法。マイルストーン（里程標）、
ベンチマーク（基準）、進捗状況の指標を含む

▪ 品質管理計画

▪ スケジュールと責任の所在

▪ リスク軽減策

ロードマップ・パートB完成

フェーズ5：
実施とモニター

▪ ロードマップの実施

▪ プログラムデータ

▪ QA（品質保証）／
QI（品質指標）に関する勧告　

▪ ロードマップの更新

4.2.HIV対策持続可能性ロードマップ
の作成に向けた5つのステップ

　2025年の世界エイズターゲット、そして2030年のゴー

ルに向けた道をどこまで進んでいるのかは、国ごとに異な

る。また、その成果を長期的に維持するための計画も、

それぞれの国で異なる段階にある。HIV対策の持続可能

性ロードマップは、既存のプロセスと戦略を考慮しつつも、

それぞれの国の状況を踏まえ、柔軟に策定作業を進めなけ

ればならない。各国のロードマップがどこまで新しい内容を

含むものになるのかは、持続可能性計画をどの程度進めて

きたのかによって決まる。各段階の概要とタイムラインを図

6に示し、以下に要約した。

　詳細は、HIV持続可能性ロードマップ・パートA開発に

向けたCompanion Guide（手引き）で。
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フェーズ1：持続可能性に向けた計画策定。それぞれの
国における関与と目標設定（2024年1-3月）。ロードマッ

プの策定と実施を成功させるには、国レベルでの包括的プ

ロセスの採用が不可欠になる。計画の策定には国が責任

を持ち、それぞれの国は独自のロードマップの策定と利用

に対する幅広い理解と政治的な合意を得るプロセスを進め

なければならない。持続可能性計画の準備段階として、そ

れぞれの国で小規模なコアチームの設立を検討すべきだろ

う（うまく機能することがすでに数カ国で示されている）。

HIV対策の持続可能性ロードマップの策定と実施には作業

部会が必要になる（作業部会または同様の組織がすでに運

営されている国もおそらくある）。その作業部会には、HIV

陽性者やキーポピュレーションなど社会的に弱い立場のコ

ミュニティが主導する組織を含める必要があり、これらのコ

ミュニティの中でも女性や若者の代表が必ず入るようにしな

ければならない。こうしたメカニズムがすでにある国でも、

現在の利害関係者の構成を再検討し、必要であれば各国

の実情を踏まえて他のパートナーや利害関係者を含められ

るよう拡大をはかる必要がある。それぞれの国の事情に合

わせ、人びとを中心に据えた持続可能性の道筋を協力して

進めていくには、まずロードマップの設計段階で、どのよう

な変革が不可欠になるのかを特定するための対話を作業部

会が主導し、それぞれの国のHIV対策ビジョンを反映して、

持続性に焦点を当てた目標（ゴール）とその実現に向けた

ターゲットを定義すべきである。ロードマップ開発のフェー

ズ1には、ロードマップが扱うべき範囲とスケジュール、役

割、責任、および各国との協議などの検討も含まれる。

フェーズ2：HIV持続可能性の現状評価（持続可能性評価）
（2024年4 -6月）。この評価は、各国が国内のHIV対

策の持続可能性について、迅速に現状を検証する机上の

評価である。網羅的に評価を行うのではなく、達成した成

果の維持に必要な対策に焦点を絞って進める。こうした評

価により、現在のHIV対策に存在するギャップと課題につ

いて、データをもとにより深く理解できるようになる。成果

の長期的な持続に向けた国レベルの目標とデータに示され

た現実とのギャップも含まれる。また、必要とされている

HLOs（高いレベルの成果）、およびHLOsが国の持続可

能性目標とその実現に向けたターゲットにどう貢献するのか

を示す一連の評価結果とその道筋に関する理解も得られる

ことになる。現状の評価結果を「将来状況の概要」と比較

することで、各国はそれぞれが抱えるギャップと課題を特

定し、分野別のHLOsに優先順位を付け合理化することが

できる。実現可能で高い影響力をもたらすリストを確認し

つつ、HLOs達成に向けた目標の修正が可能になるのだ。

フェーズ3：HIV対策持続可能性ロードマップAの策定
（2024年7-12月）。各国の国別チームが評価結果と勧

告、その他関連する情報をもとにパートAの主要4セクショ

ンを作成する。公平性、実現可能性、受け入れやすさ、

経済的可能性を考慮しつつ、システムを人間中心に変革

していけるようHLOsと目標の修正を行っていく。そのた

めの優先順位を付ける方法と基準と参加型アプローチは、

ロードマップ・パートAの付録文書で明確に示し、透明性

を確保する必要がある。修正目標は、HLOs達成に向け

た直接的、間接的な経路を含む結果の連鎖を明確にするも

のになる。全国的な対話と参加型レビューを行うことで、ロー

ドマップ・パートAが最終的に決定されることになる。テン

プレートも試作し、Companion Guide（付属資料）とし

て参考用に示される。

フェーズ4：ロードマップ・パートBの策定。変革に向け
た計画を作る（2025年1月-5月）。パートAでゴール

とその実現に向けたターゲット、HLOsおよび修正目標

が示されたら、各国チームは、修正目標の達成、および

HLOsに向けた戦略と対策の具体化に向け、的を絞りつつ

臨機応変に対応する綿密な変革のプランを練っていく。こ

のプランがロードマップのパートBであり、マイルストーン

や基準、指標、品質管理計画、リスク軽減計画、優先す

べき対策の実施に必要な役割と責任、そして資金を含む詳

細な実施スケジュールに関するモニタリングと評価も含まれ

る。これらの結果を得る方法に関しては、さらに詳しいガイ

ダンス（手引き）が提供される。

フェーズ5：実施とモニタリング（2025年6月以降）。
ロードマップはフェーズ5で実施段階に入る。国内の変革

に向けて、詳細な実施計画をもとに進めていくことになる。

ロードマップ（パートA、B）は進捗状況のモニタリングによ

り、必要に応じて状況にうまく適応できるようにする点を把

握し、更新していかなければならない。実施に関しては、

HIV対策と医療その他の主要部門（財政、計画、教育など）

の政策立案者や政府パートナー、ドナー、コミュニティを含

むすべての利害関係者との協議と関与が必要になる。その

ための監督および調整はワーキンググループが担い、利害

関係者との協議を通じて進捗状況と課題を伝える。



成果の維持に
向けた
パートナーシップ：
2030年と
その先を見据える
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HIV対策持続可能性アプローチの新たな柱図 7

HIV対策持続可能性アプローチ

HIV対策の
持続可能性達成のための

新たな対応に向けた
世界的なリーダーシップと
政治的関与を呼びかけ、

資金を確保する

イノベーション、リーダーシップ、
現場と組織の管理能力の強化、
南南協力の推進サ

ポ
ー

ト
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム グローバルパートナーシップの強化、

ドナーと資金の確保を通じた
各国の自律、それぞれの国による
独自のプロセスと成果の実現

各大陸および
各地域の指導者や
機関と連携して、

域内開発と資金調達、
地元レベルの活動、

公平性の向上に関する
相乗効果を追求する。

コミュニティを含む各国の
リーダーシップの強化に

改めて取り組み、
公衆衛生上の脅威としての

エイズ終結という
2030年目標を達成する。

同時にHIV対策持続可能性
ロードマップを策定し、

達成した成果と公平性を
2030年以降も

維持するための道筋を描く。

5.1 あらゆるレベルのリーダーシップと
パートナーシップを活用した多角的アプ
ローチ

　UNAIDS、PEPFAR、グローバルファンド、その他の

関係者からの貢献を含む世界のエイズコミュニティは、とも

に協力して持続可能性に向けた国と地域の行動を加速する

機運を高め、同時に世界規模の政策を提唱することで、

資源の活用に向けたパートナーシップを促進する。以下が

その主な柱となる。
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HIV対策の持続可能性のための新たな
対応に向け、リーダーシップと政治の関
与、資金の動員を働きかける。

　アディスアベバ開発資金アジェンダ（20）や持続可能な

開発目標（SDGs）で強調されているように、HIV対策の

持続可能性に向けた新たな時代には、強力な政治の関与

が不可欠となっている。最も高いレベルにおける政治のリー

ダーシップは、国レベルの判断およびコミュニティ活動と相

まって、イノベーションや政策の変更、国内投資とドナー

資金の拡大を促し、世界のHIV対策に目覚ましい成果をも

たらしてきた。各国がHIV対策の持続可能性に弾みを与

え、説明責任と透明性を確保するには、政治の関与とアク

ティビズムを一段と強めていく必要がある。

大陸レベルおよび地域レベルの政治機
構、開発銀行、パートナーとの連携を強
化し、開発課題、資金課題の相乗効果
を高める。

　アフリカでは、持続可能性への取り組みとしてAfrican 

Road Map on Shared Responsibility and Global 

Solidarity（責任の共有と世界の連帯に向けたアフリカ・

ロードマップ）、アフリカ連合の保健資金に関するアフリカ

指導者会議などが進められ、保健資金とHIV持続可能性

に関するアフリカ連合サミットやアフリカ医薬品庁の創設と

いった諸々のイニシアティブも予定されている。同様に東

南アジア諸国連合の2022年首脳宣言も、2030年まで

に不平等に終止符を打ち、エイズ終結を軌道に乗せること

を目指しており、国レベルの行動の基盤を提供するものだ

（21）。汎米保健機関（PAHO）と国連ラテンアメリカ・カ

リブ地域経済委員会はHIV対策の持続可能性の推進に取

り組み、有効性と公平性を損なうことのないユニバーサル・

ヘルス・カバレッジの中で、不平等の解消とキーポピュレー

ションの人たちを含めたHIVプログラムの統合に焦点を当

て、相乗効果を高めていくことになる。

　域内協力は地域パートナーとの連携を促進し、HIV対策

の持続可能性に関わる重要な課題を解決する力になる。例

えば、医療技術と保健医療用品の現地生産を促し、追求

し、政策上の障壁を取り除いて医療技術への公平なアクセ

スを確保することは、スケールメリットを生かして各国の復

元力を高め、持続可能なシステムと能力の強化をはかりな

がら、域内各国に利益をもたらす試みとして期待できる。

実際に、コロンビア政府がドルテグラビルの強制ライセンス

を求め、医薬品アクセスの効率性と公平性を高めるための

調達オプションを確保する決定を行った際には、UNAIDS

と汎米保健機関がその決定と実施を支援している。

国主導のHIV対策持続可能性ロードマッ
プを支援することで、持続可能性に向け
た各国のHIV対策の再活性化をはかる。

　　各国の政府、コミュニティ、HIV陽性者組織は、国境

や地域を超えHIV対策の持続可能性に向けた課題に取り

組んでいる。UNAIDSは、PEPFAR、グローバルファン

ドなど主要パートナーと協力して、各国がHIV対策の持続

可能性に取り組むことを積極的に支援し、とりわけ、ロード

マップの策定と実施が、各国の国家ビジョンとHLOs、優

先課題、変革に向けた計画に適合するかたちで進めてい

けるようにするための調整を重視している。
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イノベーション、リーダーシップ、現場
の対応力、および組織力や管理能力の
強化、南南協力などの促進をはかる。

　HIV対策の持続可能性に共同で取り組むことにより、バー

チャルなプラットフォームの形成が進み、域内対話や世界

的な対話を通じた知識と資金、経験が共有できる。この結

果、利害関係者、HIV陽性者、コミュニティ主導の組織、

ドナー、および対策の実施に当たるパートナーの間で、共

通の問題に対応するための基盤が生まれることになる。参

加型アプローチによるコミュニケーションが進めば、グロー

バル・サウスの国々の協力を促進しつつ、戦略的に学ぶ

機会が増えて喜ばしい成果があがり、新たに生じた問題に

も国主導で対応しやすくなる。新たな教訓が得られること

によって持続可能性アプローチの調整と強化が進み、国主

導のロードマップ遂行に向けたより効果的な戦略と協力関

係、ツールが提供されることになる。

パートナーシップの強化と資金の活用で
国主導の成果を実現する。

　UNAIDSとそのパートナー機関は、HIV関連の成果を

持続可能にするため、各国および各地域のパートナーに対

する継続的で一貫した支援を提唱し、関与を呼びかけてき

た。各国の利害関係者やPEPFAR、グローバルファンド

などの重要な機関と連携して、それぞれの国がリーダーシッ

プを発揮できるようツールと手法を開発し、効果的なロー

ドマップの策定と実施に向けた技術支援を通して各国の能

力構築を助けている。コミュニティを中心としたHIV対策

の持続可能性アプローチを主導し、HIV対策をより広範な

保健と社会開発の資金調達課題として位置づけるために、

様々な関係者による参加型ガバナンスや管理構造、能力

の強化に焦点が当てられている。
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HIV対策の持続可能性アプローチ

　世界レベル、 域内レベル、 国内レベルでHIV対策の

成果を持続可能にするための方策を示す。目標（ゴール）

は、2030年までに公衆衛生上の脅威としてのエイズ終結

を果たし、2030年以降もその成果を維持する力の結集を

はかることにある。公平性を確保し、すべての人の健康へ

の権利を維持するために、人を中心にしたHIV対策が持続

可能になるよう変革が必要になる。

各国におけるHIV対策の持続可能性ロー
ドマップ（カントリー・ロードマップ）

　カントリー・ロードマップは、技術的に妥当であり、かつ

政治的な魅力のある国家文書となる。公衆衛生上の脅威

としてのエイズ終結を2030年までに達成し、その成果を

2030年以降も維持する道筋を示し、同時にすべての人

の健康への権利を守る必要がある。人を中心にした持続可

能性戦略、国のビジョンと目標、そして不平等に対処し、

誰も取り残されることのないかたちで持続可能性を確保す

るための行動を定める。ロードマップはパートAとパートB

に分けて示される。パートAには現状評価と国としての目標

（ゴール）、HLOs（高いレベルの成果）、成果に至るター

ゲットが含まれる。

HIV対策の持続可能性ロードマップ パー
トA

　HIV対策の持続可能性ロードマップ パートAは、それ

ぞれの国の持続可能性目標（ゴール）を含む。優先すべき

HLOs（高いレベルの成果）、および2025年ターゲットを

経て2030年以降も長期的に成果の持続可能性の軌道を

維持できるようにする変革目標である。

主要コンセプト

高いレベルの成果（HLOs）

　HLOsは、国によって特定された分野における長期的な

ターゲット（またはゴール）の成果達成に向けた変革の結果

である。エイズ対策がプログラムやシステムの変革を含め

各分野で持続的に改善していることを明確に示すものであ

り、ターゲットの達成と長期にわたる持続可能性の確保に

必要となる。

Technical domain（技術領域）

　技術領域は、主要な変革とHLOsの達成を判断する前

段階となるものであり、以下の4領域でHIVの流行と対策

に関する現状把握と評価が求められる。

（i） ガバナンスとリーダーシップ（国の裁量、政治的リー

ダーシップ、多様な利害関係者の役割）。

（ii） プログラムと政策（一次予防、検査、治療、ウイル

ス量抑制のカスケード、母子感染の排除、福祉と生

活の質）。

（iii）システム（サービスの提供と統合、システムへのイン

プット、サーベイランスとモニタリング、課題解決を

実現する環境、不平等の削減、コミュニティの対応）

（iv）持続可能で公平な資金調達（マクロ財政、HIV資金

調達、効率性とコミュニティ資金調達）。
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HIV対策持続可能性の現状評価（CSA）

　CSAはHIV対策の持続可能性に焦点を絞り、対象とな

る国の現状分析をエビデンスに基づいて行う。評価は持続

可能性の枠組み、および含めるべき技術領域の概要を示

すことを基本にしており、そのためのテンプレートが提供さ

れる。それぞれの国には、将来の望ましい対策を定義する

手引きが得られ、HLOs、修正目標、成果に至るターゲッ

トの設定と優先順位の決定も容易になる（下記参照）。

パートAの手引き（コンパニオンガイド）

　コンパニオンガイドは、ロードマップ策定に向けた詳細な

案内書である。各国チームがプロセス全体を計画し、現状

評価（以下を参照）の実施やHLOsの設定および優先順位

の選択、ロードマップ・パートAの草案作成を助けるため

のツールとして活用できる。ロードマップのテンプレートは

この文書の付録となっている。

HIV対策の持続可能性ロードマップ・
パートB

　ロードマップ・パートBは、修正目標の達成とHLOsに

必要な変革計画、実施の手引き、モニタリングと評価の手

段、および資金について概説する。計画の実施プロセスを

通じて得られる知識や経験、教訓だけでなく、知識のギャッ

プが新たに生じ、時間の経過とともに対応の変化と調整が

必要となる可能性もあるからだ。パートBの設計に向けた

ツールが開発され、2024年前半に共有される予定である。

成果に至るターゲット

　成果に向けた高いターゲットは、HIVが公衆衛生上の

脅威でなくなるために達成すべき目標（例えば、ウイルス

量の抑制、新規感染の予防、把握、対応、不平等の解

消または大幅削減、特定国に対するその義務付け）を示

す。持続可能性の枠組みの各技術領域で達成が予想され

る成果を反映する必要があるが、持続可能な対策に基づく

HLOsや将来状況の予測よりは高めの設定になる。

基本指針

　持続可能性ロードマップの開発と実行にあたるグループ

の任務に関し、価値観や対応の在り方を示すルール。す

べての利害関係者の合意に基づき、持続可能性計画の策

定を担う国（政府および市民社会）の役割を明確にする必

要がある。

HIV対策の持続可能性に関する協議

　ロードマップの策定作業全体を通し、それぞれの国は持

続可能性に関する対話を重ねる必要がある。そうした対

話によって、広範な賛同と参加型の関与が実現できるから

だ。議論を重ねることで、各国は持続可能性に向けた独自

の道筋を定めることが可能になる。そこには、持続可能な

国主導の対応を達成するためのビジョンの設定、アプロー

チに関してどのように合意するか、関与するメンバーはだ

れか、既存のギャップと課題、望ましい結果に向けたプロ

セスについてどのように合意を得るか、などが論点として

含まれる。一連の国内対話は、定期的かつ継続的な議論

と協議を重ねながら、すべての利害関係者が徐々に参加で

きるかたちをとることが望ましい。
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（1）HIVに対し特に脆弱な立場に置かれ、サービス利用が困難なことが多い人口集団。UNAIDSは、ゲイ男性など男性とセッ

クスをする男性（MSM）、セックスワーカー、トランスジェンダーの人たち、注射薬物使用者、刑務所など閉鎖的な環

境に置かれている人たちの5グループをキーポピュレーションとみなしている。（P5）

（2）世界保健機関（WHO）は「保健システム」を「将来発生しうる既知および未知の脅威、ハザード（危険）、リスクに対

応できるシステム」と定義している。保健システムは「社会的、経済的、環境的、商業的な観点から健康を推進する要因」

であり、保健を超えた分野と効果的に関与しあい、調整を進めることの重要性を強調している。（P9）

（3）2025年までに、サービス利用を拒否または制限する懲罰的な法律および政策環境を有する国を10%未満に減らす。

スティグマや差別を経験するHIV陽性者やキーポピュレーションの人たちを10%未満に減らす。ジェンダーに関する不

平等と暴力を経験する女性、少女、HIV陽性者、キーポピュレーションの人たちの割合を10%未満に減らす。（P12）

注
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